様式第１号
東大阪市標準化対応障害者総合福祉システム移行業務委託に係る質問書
	商号又は名称
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	電子メールアドレス
	

	質問書提出日時
	令和８年６月　日　　　時


	区分
	質問内容

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


※「区分」欄に資料名、ページ番号、質問内容を簡潔にまとめた見出しを記入すること。

※「質問内容」欄には、質問内容を分かりやすく簡潔に記述すること。
＜質問送付先＞メールアドレス：shogainintei@city.higashiosaka.lg.jp
様式第２号

令和８年６月　　日

（あて先）東大阪市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

参　加　表　明　書

東大阪市標準化対応障害者総合福祉システム移行業務委託に係る公募型プロポーザルに参加したいので、参加表明書を提出します。

記

業　務　名　：　東大阪市標準化対応障害者総合福祉システム移行業務
担当者氏名：
部署・役職：
電話番号
電子メールアドレス：
様式第３号

事　業　者　の　概　要
	団体の種別
	１．企業（株・他）　２．財団法人　３．社団法人　４．その他（　　　　　）

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	

	設立年月日
	

	経歴・沿革

	

	従業員数
	役員（又は個人事業主）
	　　　　　　　　　　　　　名

	
	正社員（又は専従者）
	　　　　　　　　　　　　　名

	
	パート・アルバイト等
	　　　　　　　　　　　　　名

	資本金
	

	本社所在地
	


	市内の支店
営業所
	有　・　無　：所在地　

	支店・営業所
の所在地
	※契約する場合の支店


	主な業務内容
	


様式第４号

令和８年６月　　日

（あて先）東大阪市長

　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　　　　　　　　　　　　　　
企　画　提　案　書（表紙）
（業務名）　東大阪市標準化対応障害者総合福祉システム移行業務
標記事業について、下記の書類を提出します。

なお、記載内容は事実に相違ありません。

記

1.企画提案書（様式第５号Ａ～Ｅ）
2. ①導入見積書（消費税及び地方消費税相当額を含む）自社様式
②運用保守見積書（５年間）（消費税及び地方消費税相当額を含む）自社様式
3.プライバシーマーク・ＩＳＭＳの認証、または自社で情報セキュリティポリシーが指針等により確立されている資料（社内規定）
4. 地方公共団体等（国の出先機関含む）での障害者福祉標準準拠システムの導入実績申出書（様式第６号）
様式第５号

Ａ　業務の目的達成について
	自社様式可


Ｂ　業務の実施体制・工程管理について
	自社様式可


Ｃ　導入予定システム及びガバメントクラウドについて
	自社様式可


Ｄ　運用保守・ユーザーサポートについて
	自社様式可


Ｅ　セキュリティやシステム障害発生時の対応、その他提案事項について
	自社様式可


様式第６号
業務実績申出書
	地方公共団体等での契約実績及び業務内容を具体的に記入してください。（当該団体等に確認する場合あり）※新しい順で、10以上ある場合は中核市以上の受注実績を記入すること。

	年度
	団体名
	事業名及び具体的な業務内容
	契 約 金 額
（単位：千円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第７号①
東大阪市内事業者用

納　税　証　明　申　請　書

（東大阪市標準化対応障害者総合福祉システム移行業務公募型プロポーザル申請用）

（あて先）東大阪市長

令和８年６月　　日

	住　所

（所在地）
	

	氏名

（名称）
	ふりがな

	
	


※法人の場合は、代表者印を押印してください。

	証明書の使用目的
	東大阪市標準化対応障害者総合福祉システム移行業務公募型プロポーザル参加のため


上記の目的に使用するため、下記の市税にかかる証明を申請します。

	市税について滞納税額はありません。


窓口来られた方の住所・氏名　　※下記証明書の提示をお願いします。
（住所）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	市役所処理欄
	確認者
	交付者

	確 認

方 法
	□免許証　　□身分証明書　　□保険証

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	


通知書番号（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
様式第７号②

東大阪市内事業者用

納　税　証　明　書

（東大阪市標準化対応障害者総合福祉システム移行業務公募型プロポーザル申請用）
	住　所

（所在地）
	

	氏名

（名称）
	ふりがな

	
	


	証明書の使用目的
	東大阪市標準化対応障害者総合福祉システム移行業務公募型プロポーザル参加のため


	市税について滞納税額はありません。


上記のとおり相違のないことを証明します。

令和８年６月　　日

東大阪市長　野　田　義　和 
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